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JAXAでの地球観測衛星に係る取り組み状況
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JAXAは、災害対策･国⼟強靭化や気候変動問題等の地球規模課題への取組みに対して、政府利⽤機関や海外機関等と連携し、⻑
年に渡って地球観測衛星･センサの技術開発･運⽤や衛星データの利⽤推進活動を進めるなど、我が国の取組みを先導してきた。
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JAXAの衛星データ利⽤におけるこれまでの取組み

4



地球観測衛星に係る今後のJAXAの取り組み
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衛星による将来の地球観測プログラムに関する提⾔（2022年８
⽉）

「⼈類が、地球との共⽣を図りながら、持続可能な開発
を⾏い、幸福に暮らす。」ことを⽬指し、
提⾔①︓「地球デジタルツイン」への４次元情報の強化
（現実とバーチャルを衛星データにより繋ぐ）

地球観測衛星データは、デジタルツイン※において国⼟計画・都市計画等への利⽤による
業務効率化や付加価値情報創出の効果、気候変動や地球環境問題に対する分析やシ
ミュレーションへの活⽤が期待される。

これら気候変動への対策（緩和・適応）や頻発化・激甚化する気象災害の予測精度の
向上には、予測モデルの改良、⾼度化が必須で、そのためには、４次元情報(３次元＋時
間変化）の強化が重要。

提⾔②︓地球観測衛星計画のプログラム化
複雑な地球システムの解明に必要な衛星地球観測のためには、個々の地球観測ミッション

を有機的に連携させ、総合的なシステム(System of systems)として、我が国が取り組むべ
き重要事項への貢献を果たすことを⽬指し、衛星観測に係る整備・運⽤・推進活動を進める
衛星観測に係る戦略的・統合的なプログラム（戦略的衛星リモートセンシングプログラム(仮
称)）が必要である。

※デジタルツインを活⽤することで、リ
アルタイムで取得した情報をもとにサイ
バー空間上で現実空間の状況を把握する
こと、また、サイバー空間上で現実空間
の分析やシミュレーションを⾏い、その
結果を現実空間にフィードバックするこ
となどが可能になる。

「JAXA科学アドバイザリ委員会/将来ミッション検討タスクチーム」提⾔



資源エネルギー庁HPより

Society 5.0へ
⺠間企業による
宇宙活動の活発化

GX・気候変動
への関⼼の⾼まり

取り巻く環境の変化を踏まえて
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出⼝を⾒据えた衛星開発・利⽤推進と持続的なエコシステム構築に向けて
①新たな価値を創造する挑戦的な研究開発・実証
②⺠間との共創、連携強化
③社会基盤としての地球観測衛星システムの構築と維持発展

官主導から
官⺠共働・共創へ



JAXA地球観測衛星の今後の取り組み

①挑戦的な研究開発・実証
Ø 新たな価値を創造する挑戦的な技術の研究開発・実証に取り組む。

（例︓⾼精度な3次元情報取得のための降⽔ドップラレーダ観測技術やライダ観測技術）
※気象災害や気候変動を予測し、具体的な対策に繋げるため、４次元情報(３次元＋時間変化）の強化が重要である。

②⺠間との共創（従来の学・官連携に加えて）
Ø 将来のニーズや開発成果の活⽤（出⼝）を強く意識した、新たな衛星開発・利⽤の仕組みが不可⽋。
Ø ⽇本発の新たな衛星利⽤やビジネスの育成/発展に寄与する衛星ミッションを、⺠間企業等と共創していく。
Ø 従来の⼤型衛星だけではなく、⼩型・超⼩型衛星の活⽤も重要であり、⺠間との連携を強化する。

③社会基盤としての地球観測衛星システムの構築と維持発展(発展的に継続し社会定着へ)
Ø 個別の地球観測衛星ミッションを有機的に連携させ、総合的なシステム（System of Systems）として、社会インフラ、気

候変動監視、防災・減災、安全保障、産業振興、サイエンス等など我が国が取り組むべき重要事項への貢献。
Ø 我が国が強みを有するレーダやマイクロ波放射計等の観測技術を継続的に⾼度化するとともに、観測能⼒の更なる向

上及び多様なセンサ技術及び衛星データを組み合わせた複合利⽤技術等の研究開発を継続的に進めていく。

⺠間事業者や利⽤機関等との適切な役割分担のもと、先端的な研究開発とともにその成果を広く社会に⽣かすた
めの衛星開発・利⽤推進に取り組み、社会経済の持続的発展や地球規模課題対応への貢献を⽬指す。
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宇宙技術戦略について（宇宙政策委員会 基本政策部会 第37回）
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宇宙技術戦略について（宇宙政策委員会 基本政策部会 第37回）
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宇宙技術戦略（衛星・分野共通技術）の⽅向性（衛星開発・実証⼩委員会における議論のまとめ）
宇宙政策委員会 基本政策部会 第３７回



宇宙技術戦略（衛星・分野共通技術）の⽅向性（衛星開発・実証⼩委員会における議論のまとめ）



産学官連携の取組
衛星地球観測コンソーシアム
CONSEOについて
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産学官が集まり、
衛星地球観測分野の
総合的な戦略提⾔
をまとめる
# 宇宙基本計画や⼯程表等への政策議論への貢献

# ⽇本の地球観測に基づく地球科学の強みを伸ばす

# 産学官で具体的な連携活動を推進し衛星地球観測
が⽇本の成⻑産業となることを⽬指す

CONSEOとは︖
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CONSEOとは︖
衛星地球観測コンソーシアム 基本情報
（Consortium for Satellite Earth Observation)

【設  ⽴】 2022年 9⽉
【会  ⻑】 ⾓南篤（笹川平和財団理事⻑）
【副会⻑】 北野宏明（ソニーグループ株式会社 執⾏役 専務 兼CTO）

 ⾼薮縁（東京⼤学⼤気海洋研究所 副所⻑ 教授）
 中須賀真⼀（東京⼤学⼤学院⼯学系研究科 教授）

【会員数】 法⼈・団体218者、有識者38名、オブザーバー省庁15団体
【事務局】 JAXA(宇宙航空研究開発機構) 衛星利⽤運⽤センター
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活動内容

• 産学官による衛星地球観測分野の総合的な議論の促進及び戦
略等の提⾔の策定

• 産学官による衛星開発・実証及びデータ利⽤に関する共創、並び
に⾮宇宙分野を含むエンドユーザ拡⼤の推進

• 国内外の情報収集及び会員間での共有
• 会員間の交流促進及び⼈材の育成、並びに活動成果にかかる情

報発信
• その他コンソーシアムの⽬的を達成するために必要な活動

体制

【会員数】 法⼈・団体233者、有識者38名、オブザーバー省庁15団体

データ利⽤, 67, 
29%

その他, 27, 
12%

製造メーカ, 40, 
17%

研究機関/学会, 
38, 16%

コンサル, 22, 
10%

⾦融, 15, 6%

商社, 9, 4%

⼀般社団法⼈, 8, 3% ⾃治体, 7, 3%

NPO, 1
公共機関, 1
不動産, 1

建設/ゼネコン, 2
メディア, 2

公益財団法⼈, 2

通信, 4

その他, 4

インフラ, 5

会合, 5
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「提⾔ 衛星地球観測の全体戦略に関する考え⽅」のポイント
【⽬標】

⾃然・社会経済などの
将来を⾒通せる社会

予測しにくい変化を
迅速に⾒渡せる社会

AIやロボットが周囲を⾒通し、
⾃動で活動できる社会

新たな価値を
可視化する社会

衛星地球観測を活⽤した多様な情報・ソリューションによる
「より良い未来」として、“⾒通せる社会”の実現を⽬指す

”Envision the future"
2040年に我が国の衛星地球観測産業２兆円規模を⽬指す

利⽤の成果がさらなる官⺠の投資につながるような
持続的なエコシステムの構築を⽬指す

【推進戦略】

コンステ事業、データ利⽤事業などの競
争⼒強化、特にグローバル市場獲得の
ための取組を強化。

⽇本が強いニーズや強みを有する分野や国
内外の⼤きな⺠需が期待できる分野におい
て、差別化した研究開発・利⽤拡⼤の強化
に重点的に取組む。

3600億円規模
2030年

2兆円規模
2040年

政府において、衛星地球観測分野の全体戦略を策定し、
様々な取組を戦略的かつ統合的に推進するための「戦略的な衛星地球観測プログラム」

を⽴ち上げ、産学官連携に基づき、様々な取組をスピード感を持って推進。

⽬標達成のためには、直⾯する課題を解決し、政府主体の取組を着実に推進するだけでなく、
⺠需の拡⼤、特にグローバル展開やデジタル・グリーンなどの成⻑分野との融合が不可⽋。

(1) ⺠間主体の衛星開発利⽤ (2)産学官連携で創出する新種の事業 (3)政府主体の衛星開発利⽤
デジタル・グリーン分野と融合した新規事
業などの創出に向けた取組を強化。



Decadal Survey

コペルニクス

u欧⽶の衛星地球観測プログラム

u我が国においても、以下の観点で戦略的・統合的な衛星地球観測の推進が不可⽋

l 予⾒性・継続性の確保
­ データ利⽤・社会実装の推進、産業基盤の維持・発展、国際協⼒の推進等のために不可⽋

l 戦略的な研究開発の推進
­ 中⻑期的な競争⼒強化のために不可⽋

l 個別に推進されてきた様々な取組の統合的な推進によるシナジーの創出

CONSEO資料より抜粋
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CONSEOでのプログラム化に係る議論・提⾔



衛星地球観測のデジタル分野及びグリーン分野における推進戦略

各分野について、①背景・動向、②将来利⽤像、③課題と対策案、④推進戦略について検討を実施。

デジタル分野 x 衛星地球観測 グリーン分野 x 衛星地球観測
各分野のDXにおける利⽤可能性
•農林⽔産業、鉱業、建築・⼟⽊、再エネ、インフラ管理、運輸、保険・
⾦融、不動産、広告、エンタメ、⾏政(防災、スマートシティ、国⼟管理、
海洋状況把握等)等

各分野のGXにおける利⽤可能性
•再エネ(太陽光、洋上⾵⼒)、乗り物効率化(⾃動⾞、船舶、航空機等)、
農林⽔産業、TCFD・TNFD、カーボンクレジット、スマートシティ、
GHG吸排出監視、気候変動モデル等

「⾒通せる社会」実現への貢献、市場の拡⼤想定、政策的重要性の⾼まり、衛星地球観測の優位性、我が国の
強み、我が国のプレーヤーのWill等を踏まえ、以下の5つの分野を識別し、推進戦略の深堀り検討を実施。

カーボンクレジット

2050年に数百兆
円規模の成⻑市場。
衛星データの信頼

性・透明性に期待。

スマートシティ

2030年に数百兆
円の成⻑市場。3次
元地形情報、SAR
観測、⽔資源観測
など我が国が強み。

海洋DX
海洋の衛星観測は
優位性があり、海洋
政策上の重要性や
⾃動航⾏等に向け
た⺠⽣ニーズも⾼い。

防災DX
南海トラフ地震等や
多発する⾵⽔害等
への備えの重要性。
SAR観測・解析技
術に我が国が強み。

地球デジタルツイン

2025年にデジタルツイ
ン市場は3兆円に。

GXに不可⽋な基盤で
あり、今後⼤きな成⻑
が期待されている。
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デジタル・グリーン分野における衛星地球観測利⽤推進に必要な研究開発(サマリ) (宇宙技術戦略へのインプット)  

カーボンクレジット
森林炭素量、ブルー
カーボンなどの⾼精
度な算定。森林活

動の⾼頻度監視など

スマートシティ
将来予測に資する
三次元地形情報や
㎝級地盤変動把握。
都市活動監視など。

海洋DX
広域・⾼頻度な船舶

情報などの把握。
海象把握による⾃動
船舶航⾏など。

防災DX
詳細・広域・⾼頻

度・迅速な被害把握。
⾼頻度な地盤変動
等の予兆把握など。

地球デジタルツイン
陸域・海洋・⼤気の各
種データとモデル、解析
技術による過去・現在・
未来情報の提供

光学
⼩型衛星群 SAR 分光計

SAR
ライダー 多波⻑

トータルアナリシス時間情報の拡張 空間情報の拡張 波⻑・周波数情報
の拡張

光学

可視化技術
⾃動解析技術

マイクロ波
放射計

⾼頻度化

広域化
⾼度化

⾼空間分解能化

⼲渉技術 機械学習・AI

⼩型化 3次元計測技術

⾼感度化

‥‥

※主要な研究開発要素のみ抜粋。その他の要素は各分野の課題と対策を参照

多波⻑

低コスト化

三次元地形情報
作成技術

⾼精度化

広域化

⾼頻度化

多周波帯

⾯的な狭域分光
⾼空間分解能化

⾼精度予測技術

雲・降⽔レーダ

「⾒通せる社会」の実現、及び、衛星地球観測産業2兆円の実現を⽬指すため、以下に⽰す研究開発を推進すべき。

AIS/VDES

オンボード処理

協調観測技術

スマートタスキング

校正・検証
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①カーボンクレジット分野における衛星地球観測利⽤︓将来利⽤像・課題と対策

【課題と対策案】
l 以下の技術的課題に対する研究開発を推進。

Ø 森林の炭素吸収量推定に関する観測・モデルの精度向上︓光学、SAR、ライ
ダー、多波⻑センサ等によるバイオマス推定、樹種分類による⾼度化。特に⾼
解像度光学衛星のマルチビューステレオや衛星ライダーによる3次元地形情報作
成技術の⾼度化、4偏波SAR観測等による⾼度化。

Ø 農作物の⽣育状況をほ場ごとに把握するための⾼頻度観測︓光学・SAR・多
波⻑センサ等による観測技術・解析技術の⾼度化

Ø 新たな種類のクレジットを作成するための⼟壌(炭素や窒素)や海藻・海草など
を計測可能なセンサ開発・解析技術の検討

Ø ⼤気中の温室効果ガス(CO2、メタン、NO2等)の⾼空間分解能・⾼頻度観測
を⾏うための⼩型衛星⽤分光計・多波⻑センサ・解析技術の⾼度化

⾼精度なMRV（測定・報告・検証）により、質（信頼性・透明性）の⾼い⾃然由来のカーボンクレジットを創出し、
我が国の経済と環境の好循環に寄与する、カーボンニュートラル社会の実現に不可⽋なインフラとなる。

AFOLU

光学 ⼩型衛星群SAR 分光計

提供︓JAXA

森林バイオマス泥炭

温室効果ガス SAR

ライダー

⽔⽥中⼲し

⽇本が強みを有する衛星地球観測・解析技術を発展させ、国際競争⼒
を有する以下のような⾃然由来クレジットを実現。
① 森林由来クレジット

Ø 適切な森林管理による吸収源対策（森林経営活動・植林・再造林）など
② 農業由来クレジット

Ø ⽔稲栽培における中⼲し期間の延⻑、バイオ炭・スティムラントの利⽤など
③ その他⾃然保護由来クレジット

Ø 湿地・泥炭地の炭素排出量、ブルーカーボンなど
④ 炭素吸排出量の直接観測によるクレジット

Ø ⼤気・海洋・⼟壌中の炭素吸排出量の直接観測など

l 以下の⾮技術的課題に対する対応策を推進。
Ø 左記研究開発により、カーボンクレジット作成のための⼿法の開発や精度向上を

⾏うとともに、⽅法論改訂・新設のためのエビデンスを作成できる実証機会を増加。
Ø 実証結果（論⽂等）を踏まえ、技術的課題をクリアしたうえで、⽅法論に衛星

データ活⽤を盛り込むよう、J-クレジット制度事務局や⺠間認証機関等に働きか
ける。

Ø 国際的な標準化の動きへの対応については、国内で⾃然由来のクレジットに関し
て動いている商社等と連携し、国際的な打ち込みを⾏う。

Ø アジア開発銀⾏やJICA等と連携し、新興国等におけるカーボンクレジットの開発
実証と⼿法のグローバル展開を狙う。

湿地

ブルーカーボン

多波⻑



➂海洋DX分野における衛星地球観測利⽤︓将来利⽤像・課題と対策

【気象・海象観測】【船舶動向把握】 ① 準リアルタイムの船舶情報
•航跡データを海上安全保障や法執⾏に活⽤
•瀬取り・密輸・違法漁業操業が疑われる船舶の抽出，
航路抽出，位置特定

② 気象・海況の観測・予測情報
•海⾯⽔温データ等を漁場探索等に活⽤
•下記のような予測モデルのインプットとして活⽤
➡効率かつ安全な航⾏のための海流や海氷モデル
➡線状降⽔帯予測、台⾵等の気象予測モデル
➡洋上⾵⼒発電向けの⾵況予測モデル

広域SARAIS/VDES 電波収集

広域の船舶マッピング・
詳細観測⽬標確認

多様なセンサでの詳細観測によって
船体など判別 ➡ 船種など識別 ➡ 追跡

⾼分解能光学⾼分解能SAR

多波⻑光学電波収集
船舶位置情報 AISを出さない

船舶の電波観測
AISを出さない
船舶のレーダ画像

AISを出さない
不審船等の⽬標確認
しスマートタスキング

準リアルタイムの船舶動向把握や気象・海象の予測⾼度化などを実現し、
海洋安全保障の確保に貢献するとともに、船舶の⾃動航⾏など海洋活動のDXにおいて不可⽋なインフラとなる。

マイクロ波放射計 多波⻑光学SAR

静⽌気象

IoTとの融合
海表⾯温度、海上⾵速、波⾼、海氷、海上気象(⽔蒸気、雲、降⽔など）、
オイルスリック、海⾊(クロロフィル濃度)、沿岸域(藻場、マングローブなど)、海洋プラスチックなどの観測

【課題と対策案】
l 以下の技術的課題に対する研究開発を推進。

Ø より広域、⾼頻度かつ迅速な船舶動向の観測︓SAR衛星の超広域⾼分解能
観測のための⾼度化、AIS/VDES衛星や電波収集衛星の⾼度化・低コスト化、
オンボード情報処理や複数衛星協調観測技術の⾼度化など

Ø より多様な船舶情報の把握︓データ解析の迅速化・⾼精度化などのための複合
解析技術の⾼度化など

Ø 気象・海象モデルの⾼精度化︓マイクロ波放射計観測・解析技術の⾼度化や
⾼頻度観測のための⼩型化・低コスト化、海洋デジタルツインとの融合、各種モ
デルの⾼度化など

Ø 洋上⾵⼒発電予測や気象予測のための、SARやマイクロ波放射計などを活⽤し
た⾵況計測・解析技術の⾼度化

l 以下の⾮技術的課題に対する対応策を推進。
Ø 官⺠連携による衛星観測インフラの整備・持続的な利⽤の実現を⽬指し、政府

宇宙予算や安全保障・経済安全保障関連予算等を活⽤したインフラ整備・利
⽤実証に取り組むとともに、衛星を⽤いた海洋状況把握(MDA)の社会経済
便益の整理を進める。

Ø JICA等と連携した我が国の衛星地球観測を活⽤したMDA関連ソリューションの
友好国への展開の推進。
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⑤地球デジタルツインにおける衛星地球観測利⽤︓将来利⽤像・課題と対策

【今後必要な取組み】
Ø 衛星地球観測の⾼度化
多様なセンシング技術の⾼度化

Ø 数値モデル・データ同化
複数データ・情報の統合利⽤等のためのモデルデータ同化にかかる技術、モデルの⾼度化

Ø モデル連接のためのダウンスケーリング
全球スケールからメソ・局所スケールのシームレス予測評価のためのダウンスケーリング技術 

Ø ⾼性能計算機
 予測シミュレーション環境、AI開発環境、国内計算リソース最適化

l 衛星地球観測が先導する地球デジタルツインを構築する。
l ⽇本が強みを持つ⽔循環や海洋等の分野におけるユースケースの創出
① ⽔資源管理および⽔災害減災への貢献を⽬指した⽔循環把握

Ø 全球⽔資源分布のモニタリング・確率予測による意思決定⽀援、ローカルな洪⽔・⼲ばつの
⻑時間予測による⼗分事前のリスク識別、台⾵制御や気象・気候制御等への挑戦

② 持続的な海洋資源管理・環境保全に資する海洋環境モニタリング
Ø 海洋環境保全と安全な船舶航⾏⽀援の実現、海洋熱波や海流のリアルタイムモニタリング

と持続可能な海洋資源の管理、等
③ 将来⼟地利⽤シナリオ構築に資する⽣態系・炭素循環の把握

Ø データ-モデル融合による炭素循環研究の進展、⼟地被覆由来の気候変動不確実性の
低減、等

l 社会経済活動や意思決定に資するユースケース拡⼤や社会課題に応え
るアプリケーション開発とシステム連接を⾒据えた拡張性を有する。

l 新たな価値情報創出に向けた複合・解析技術
Ø 可視化技術︓ゲームエンジンなど新たなプレーヤとの共創
Ø ⾃動解析技術︓アノマリー⾃動検知等のアルゴリズム開発
Ø 解析の迅速性向上︓機械学習やAI
Ø 対話型AI︓対話型AIの地球デジタル版

衛星地球観測及び現場観測等の各種観測データと⼤気・海洋・陸域モデルを融合した地球デジタルツインを実現し、地
球環境モニタリング及び蓄積データならびに将来予測から社会経済活動への意思決定、及び気候変動適応のための⽅
策検討を⽀援するオールソースのトータルアナリシスツールとして、SXによる社会システムの⼀つとなる。

社会経済活動における意思決定・気候変動適応策

*1 https://cesium.com/blog/2023/08/17/cesium-supports-nvidias-earth-2-initiative/
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可視化例①（Cesium利⽤*1） 可視化例②（NVIDIA Omniverse）
*2 https://blogs.nvidia.co.jp/2021/11/12/lockheed-martin-wildfires-ai/

都市デジタルツイン 複合・解析技術


